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会 員 各 位 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

流通委員長  濵  田  繁  敏 

 

「港湾法の一部を改正する法律」の施行に伴う宅地建物取引業法施行令の 

一部改正について 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省担当部局より以下のとおり周知依頼がありましたのでお知らせし

ます。なお、別紙は、当協会ＨＰ又は国交省ＨＰをご参照ください。 

敬 具  
（参考１）国交省ＨＰ>政策・仕事>土地・建設産業>建設産業・不動産業>不動産業>所管法令>宅

地建物取引業法法令改正・解釈について 
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000268.html#saikin 

（参考２）港湾法の一部を改正する法律案について 

国土交通省ＨＰ>報道・広報>報道発表資料>港湾法の一部を改正する法律案について 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port01_hh_000128.html 

問合せ先 原田 TEL 03－3511－0611 

------------------------------------------------------------------ 

国土動第７５号 

平成２５年１１月２９日 

 

一般社団法人全国住宅産業協会会長 殿 

国土交通省土地・建設産業局不動産業課長 

 

「港湾法の一部を改正する法律」の施行に伴う 

宅地建物取引業法施行令の一部改正について 

 

標記について、港湾法の一部を改正する法律（平成２５年法律第３１号。以下「改

正法」という。）が平成２５年６月５日に公布され、平成２５年１２月１日から施行さ

れることに伴い、港湾法施行令の一部を改正する政令の中で宅地建物取引業法施行令

（昭和３９年政令第３８３号）について下記のように改正し、改正法と同様、平成 

２５年１２月１日から施行する。 

貴団体におかれても、貴団体加盟の宅地建物取引業者に対する周知及び指導を行わ

れたい。 

 

記 

 

○宅地建物取引業法施行令第３条の改正点（別紙参照） 

今般の改正法においては、港湾における輸入ばら積み貨物の積卸し、荷さばき等

の共同化を促進するために必要な共同化促進施設（※１）の整備・管理等に関する

事項（※２）を当該施設所有者等の全員合意により定めることを目的として、共同



化促進施設協定制度を創設することとしている。当該協定制度においては、港湾管

理者による当該協定の認可の公告があった後において、当該協定に係る施設所有者

等（※３）になった者に対しても当該協定の効力が及ぶ（改正法第５０条の１３）。 

当該施設所有者等は、当該協定に従って共同化促進施設の整備又は管理を行うこ

とが求められるため、当該承継効を事前に知らない購入者等は、当該整備又は管理

に係る実質的な費用負担、協定に違反した場合の違約金等、不測の損害を被る可能

性がある。また、宅地建物取引業者は、港湾管理者による公告により、当該協定の

効力が発現した旨を容易に把握することが可能である。 

このため、宅地建物取引業者が宅地建物取引主任者をして宅地又は建物の売買等

の契約の成立までに相手方等に説明しなければならない法令上の制限として、共同

化促進施設協定に係る承継効に関する規定を追加するため、宅地建物取引業法施行

令において所要の改正を行う。 

（※１）共同化促進施設とは、具体的には、ばら積み貨物の積卸し、保管又は荷さ

ばきの共同化に必要となる保管施設（サイロ、野積み場、貯炭場等（敷地内の

管理棟を含む）、荷さばき施設（アンローダー、シップローダー、ベルトコン

ベアー等）、係留施設（岸壁等）等を想定しており、一部建物が含まれる場合

がある。 

（※２）共同化促進施設協定において定める事項は、①共同化促進施設の規模、構

造等に関する基準、②当該施設の整備・管理に係る費用負担の方法、③協定の

有効期間、④協定違反時の措置を想定している。 

（※３）施設所有者等とは、①当該共同化促進施設の所有者、その敷地である土地

の所有者又は当該土地の使用及び収益を目的とする権利を有する者、②建設が

予定されている共同化促進施設又は建設中の共同化促進施設の施設所有者等と

なろうとする者（当該共同化促進施設の敷地である土地の所有者又は当該土地

の使用及び収益を目的とする権利を有する者を含む。）をいう。 
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